








 

序     文 

 

 

イラン･イスラム共和国では石油が重要な輸出物であり、同国は外貨収入の 75％以上を石油の輸出

に頼っています。現在イラン・イスラム共和国国内のエネルギー総消費量は、エネルギー総産出量の

44％に達しており、石油消費量も増加傾向にあります。今後エネルギー消費量の増加が年率 6％で推

移すると、2018 年にはエネルギー輸入国に転じる可能性もあり、エネルギーの効率的利用（省エネ

ルギー）による石油輸出量の確保は同国における重要な課題となっています。 

このため、イラン・イスラム共和国政府は第 3次5か年計画期間（2000年～2005年）において、①

エネルギー価格への市場価格の導入、②省エネルギーの啓発と助言、③省エネに係るデモ・プロジェ

クトの実施、④省エネプロジェクトへの資金支援、⑤法制度整備などの施策の実施を検討しています。 

かかる背景の下、イラン・イスラム共和国政府は特にエネルギー消費の約 25％を占める工業セク

ターのエネルギー効率化に係る技術の移転と普及を目的とするプロジェクト方式技術協力を我が国

に対し要請しました。 

これに対して我が国では、2001 年から 2002年にかけて計 4 回の短期調査団を派遣し、プロジェク

ト方式技術協力事業としての実施可能性・協力内容・詳細計画及び供与機材の内容について調査を行

い、これらの調査結果を踏まえ、本プロジェクト「イラン・イスラム共和国省エネルギー推進プロジ

ェクト」を 2003 年 3 月より 4 年間の予定で実施する旨を討議議事録（R/D）に取りまとめ、JICA 及

びイラン･イスラム共和国側とで合意、署名･交換しました。 

 2006 年 11 月、プロジェクトの終了時期を間近に控え、JICA はプロジェクトの実績を評価すると

ともに、今後の自立発展性を協議するため、終了時評価調査団を派遣しました。本報告書は、同終了

時評価調査の結果を取りまとめたものです。 

ここに、本終了時評価調査の派遣に関しご協力を頂いた日本、イラン・イスラム共和国両国の関係

各位に対し、深甚な謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いいたします。 

 

 

平成 19 年 5 月 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 部長 佐々木 弘世 

 





 

略 語 表 
 

AHERC アゼルバイジャン高等教育センター  

EEO エネルギー省 省エネルギー局 

GDP 国内総生産  

IFCO イラン燃料保全機構 

JCC プロジェクト合同調整委員会 

NTCEM 省エネルギー管理訓練センター 

ODA 政府開発援助 

OJT オンザジョブ・トレーニング（現任訓練） 

PCM プロジェクト・サイクル・マネージメント 

PDM プロジェクト・デザイン・マトリックス 

SABA/IEEO イラン省エネルギー機構 

SEC エネルギー消費原単位 

SERI シャリフ工科大学 シャリフエネルギー研究所 

 





評価調査結果要約表 

 

Ⅰ. 案件の概要 

国名：イラン・イスラム共和国 案件名：イラン・イスラム共和国における省エネルギ

ー推進プロジェクト 

分野：省エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部 第２グループ 

資源・省エネルギーチーム 

協力金額（2006 年 11 月時点）：約 6 億 5,300 万円 

先方関係機関：エネルギー省/省エネルギー局(EEO)、

アゼルバイジャン高等教育センター(AHERC)、省エネル

ギー管理訓練センター(NTCEM)、イラン省エネルギー機

構(SABA) 

日本側協力機関：財団法人 省エネルギーセンター 

協

力

期

間 

 

(R/D): 2003.3～2007.3 

（4 年間） 

他の関連協力機関： 

１．協力の背景と概要 

イラン・イスラム共和国（以下、「イラン」と記す）は、世界有数の産油国であり、埋蔵量

においては、世界全体の石油埋蔵量の 9％に当たる 900億バレルを有している。 

イランでは、近年、国内のエネルギー消費が急速に増加しており、エネルギー総算出の 44％

に達している。人口の 36％が 15 歳以下であるイランは、将来的にも石油消費量が増加傾向

にあり、エネルギー消費の伸びが年率６％で推移すると、2018 年には、エネルギー輸入国に

転じるという試算もある。 

イランは、外貨収入のおよそ 8 割を石油産品輸出に依存しているため、石油の輸出量が確

保できない場合には、国家経済と社会への大きな影響が懸念される。イランにとって、エネ

ルギーの効率的な利用を通じて石油の輸出を確保することは重要な意味をもつ。 

エネルギー利用の効率化のために、イラン政府は、第３次 5か年計画(2000-2004)で、以下

に示す対策の実施を検討している。 

(1) エネルギー価格への市場価格の導入 

(2) 省エネルギーの啓発と助言 

(3) 省エネに関するデモ・プロジェクトの実施 

(4) 省エネプロジェクトへの資金支援 

(5) 法制度整備 

(6) 電力供給における再生可能エネルギーの割合増加 

このような状況の下、2000 年 9 月 18 日、イラン政府は、日本政府に対し、イランの産業

セクターのエネルギー効率の改善のための国際協力を要請した。 

要請を受けた日本政府による、計 4 回の事前調査の実施と両国関係者の協議を経て、2002

年 11 月 16 日、両国はプロジェクト実施の協議議事録調印に至った。プロジェクトは、2003

年の 3 月より、4 年間の協力期間を条件として開始され、終了時評価調査時点で 4 名の長期

専門家が派遣されている。 

 

２．協力内容 

(1) 上位目標:エネルギーの効率的な利用を通じて、イラン国内の産業分野の省エネルギー推

進が達成される。 

(2) プロジェクト目標：省エネルギー管理訓練センター(NTCEM)が、産業界のエネルギー管理

に貢献する。 

(3) 成 果 

成果 1: プロジェクトが有効に役立つよう、政策や関係行政機関が調整される。 

成果 2: プロジェクトのカウンターパート、すなわち訓練センターのインストラクターたち

が、訓練用の施設・機材を操作・保守できる。 

成果 3: エネルギー関連技術者のための理論・実技両方の訓練が継続的に実施される。 



(4) 投入（2006 年 11 月 評価時の実績） 

日本側： 

  長期専門家派遣       4 名 機材供与      約 1 億 4,400 万円 

  短期専門家派遣       19 名 ローカルコスト負担     約 2,500 万円 

  研修員受入れ        11 名  

相手国側： 

  カウンターパート配置    11 名  

  ローカルコスト負担(施設・設備、ローカルコスト負担など合計) 

  現地通貨 99 億リアル（円価 約 1億 2,700 万円） 

II. 評価調査団の概要 

調 

査 

団 

員 

担当分野   

 

団長・総括 

 

省エネルギー政策 

 

評価分析 

 

協力企画 

氏名 

 

千原 大海 

 

石原 明 

 

東野 英昭 

 

田中 幸成 

職位 

 

JICA 国際協力専門員 

 

財団法人 省エネルギーセンター 常務理事 

 

株式会社レックス・インターナショナル 

 

JICA 経済開発部 第２グループ 

資源・省エネルギーチーム 

調査期間：2006年11月7日～2006年11月22日 評価種類：終了時評価 

III. 評価結果の概要 

１．評価結果の要約 

１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により、終了時評価の時点においても高いものと判

断する。 

 

(1) イラン政府の政策との整合性  

世界の最大規模の産油国の１つであり、およそ 1,320 億バレルの埋蔵量を有するイランは、

外貨の 8 割を石油と石油産品の輸出に負っている。 

一方、イラン国内の石油消費は、近年急速に増加しており、この傾向が続くと仮定すると、

2018年までには、石油の輸入国に転換するとの調査報告もある。 

産業界におけるエネルギー消費効率の悪さは、以前から問題視されていたところであるが、

1990年代に入り、同国が経済不況から脱却するとともに、深刻な問題として急速に注目を集

めるようになった。 

第3次経済社会文化開発5か年計画（The Law of the 3rd Five-year Development Plan:2000- 

2004）の第121条で、イラン政府は、エネルギーと環境の保全のために、機器の標準化とラベ

リング、エネルギー使用ピーク時間の均等化、工場のエネルギー使用の非ピーク月へのシフ

ト促進、ビルの省エネ、の4つの部分から成る政策を掲げている。  

第 121 条の思想は、第 4 次経済社会文化開発 5 か年計画（The Law of the 4th Five-year 

Development Plan:2005-2009）の第 20 条で引き継がれている。また、同法の下に、石油から

天然ガスへの転換、工場操業時間のタイムシェアリング、エネルギーを大量に消費する工場

への二重価格制度の適用等を含む省エネルギー法案（The Bill of National Energy 

Efficiency Management）が閣議にかけられている。 

 

(2) 日本の政策との整合性 

日本国政府は、長年にわたり、地球温暖化をはじめとする、環境問題の視点から、イラン

との間で、省エネルギー分野における技術協力を実施してきている。 

本案件は、省エネルギーの促進により、イランの持続的な発展を実現することを目的とす

るものであり、我が国の政策とも高い整合性を有している。 

 



(3) 我が国の技術の比較優位性 

我が国は、2 度の石油危機を克服した経験から、世界で最高水準の省エネルギー技術を有

している。日本の対 GDP（百万ドル）の toe〔石油換算消費量(ton)〕は、96 であり、イラン

の 1,037 に対して 10 分の１以下の高い水準を有している。 

日本の省エネルギー技術と応用は、特に産業界において高い比較優位性をもっており、日

本が省エネルギー分野で技術協力を行うことには高い妥当性がある。 

 

(4) ターゲットグループのニーズとの整合性  

上記 (1)-(3)とは異なり、ターゲットグループのニーズとの整合性はやや低いものとしな

くてはならない。現在、イラン国の燃料、電力の価格は、他国と比べて低く、工場経営者の

省エネルギーに対する理解、ニーズが高いとは思われない。プロジェクトでも、ウェブサイ

トの開設などの啓発活動が行われたが、工場経営者を対象とした効果的な啓発活動は行われ

なかった。 

 

１－２ 有効性 (プロジェクト目標達成度) 

プロジェクトの有効性は、中程度と判断される。 

中間評価以降、プロジェクトの進捗は、大幅に加速したと思われる。しかし、ミニプラン

トの問題に端を発する、前半の活動の遅れが終了時評価の時点まで完全には克服できず、結

果としてプロジェクト目標の達成にも影響を及ぼした。 

 

(1) 成果の達成状況  

成果の発現状況は、中程度と評価される。カウンターパートへの技術移転はおおむね適切

に行われたものの、ミニプラントの不具合から、NTCEM/AHERC での研修開始が遅れ、成果の

発現には不十分な面が残った。 

 

(2) プロジェクト目標達成度 

プロジェクト目標の５つの指標のうち、未達成の項目が残ったため、プロジェクト目標達

成度は中程度と判断する。 

ミニプラント機器の不具合から、研修は、当初計画より、8 か月遅れ、2005 年の 12月から

の開始となった。プロジェクト関係者の努力により、研修が精力的に行われ、研修生の合計

数については、終了時評価時点で、およそ 600人となり、2007 年 3 月の時点では、目標の 800

人には及ばないものの、それに近い実績となるものと予想される(指標 3と指標 4)。 

イラン側は、現在、研修を独自で展開しており、研修実施については、SABA の協力を得て、

NTCEM/AHERC に、研修の仕組みが整ったと評価できる。 

2006 年 11 月の時点で、78 件の提案書が工場に採用されている〔対象となるのは、6 か月

前の 2006 年 4月時点の電気・熱コースの研修履修者 156名（電気コース 67 名、熱コース 89

名）である〕が、目標の 2007年で 400件を満たすのは難しい見込みである(指標 1)。 

2006 年 11月の時点で、合計 41 編（電気コース 22、熱コース 19）の報告書が SABAに提出

され、そのうち、32 編が合格している。合格率は 78％と高いが、報告書の数そのものが、目

標の 300 に対して 11％程度と低く、2007 年目標の 300 名の達成は極めて難しいと思われる

（指標 5）。 

SABA と EEO の調査によれば、ノーコストあるいはローコスト対策は、調査対象のほとんど

の工場で実施されている。したがって、これまでの研修生 589 名の所属する工場で、同様に

対策がとられているとすれば、目標値である、2007 年 3月までに 600 件の“ノーコストある

いはローコスト対策”は、ほぼ達成されると考えられる（指標 2。ただし、これが、プロジ

ェクトの実施の結果、達成されたものなのかどうかは不明である）。 

 

１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、投入と成果との関係の分析から、中程度と判断する。 

 
 



(1) 投入実績 

日本側、イラン側ともに、プロジェクトの成功のために、必要な投入を行った。しかし、

双方とも、問題点が見られた。 

 日本側：ミニプラント機器の不具合から、対応のための短期専門家の派遣が繰り返され、

投入が過大となった。また、本来技術移転に割くべき投入が問題解決のために消費された。 

 イラン側：技術カウンターパートが終了時評価の時点でも R/D に規定された人数(8名)に

達しなかった。現行の 6 名は、研修訓練を行うのに必要な最低限の人数と考えられる。 

 

(2) 成果の発現  

協力期間の後半は、活動が加速され、成果の発現も促進されたが、前半の遅れを完全に取

り戻すまでには至らなかった。全体としてみると、成果の発現は十分なものではなかった。 

 

１－４ インパクト（上位目標の達成見込みを含む） 

正のインパクトが見られる。 

 

上位目標：エネルギーの効率的な利用を通じて、イラン国内の産業分野の省エネルギー推

進が達成される。 

指  標：2010 年までに、各産業セクターのエネルギー消費原単位(SEC)が、それぞれ定

められた目標値を満たす（10％ 削減）。 

 

(1) 達成見込み 

PDM に示された SEC のセクター別統計データの収集が十分でないため、上位目標の見込み

を正確に判断することは、現時点では難しい。 

しかし、SABA の外部評価報告書によると、元研修生の所属する工場で、NTCEM/AHERC の研

修で学んだ知識を実際の省エネルギー活動に応用した結果、いくつかのケースで、SEC の 10％

以上の削減が確認されている(例自動車：11.5％、自動車部品：21％、医薬品：32％、セラミ

ック・タイル：15％等)。 

NTCEM/AHERC による研修が、このまま継続され、月に 25 名程度の研修が行われた場合、2010

年までには、1,500 人の以上の研修生を送り出すことになる。これは、イランの大規模工場

をカバーするのに十分な数であるため、各産業セクターの SECが 10％削減される見込みは十

分にあると考えられる。 

 

(2) 政策的インパクト 

プロジェクトは以下の政策的な動きにインパクトを及ぼしたと思われる。 

プロジェクト実施期間中に、エネルギー省、石油省、行政企画庁、産業省等をメンバーに

「イラン省エネルギー促進委員会」が組織され、NTCEM/AHERC の研修コースの運営管理や、

エネルギー管理士の資格試験のあり方などについて、横断的な議論が行われている。 

また、最近の同委員会では、日本の省エネルギーシステムを参考にしたイランの省エネル

ギーシステムの構築の可能性が議論されている。 

 

(3) 組織的インパクト 

現在の研修コースを継続していくなかで、NTCEM/AHERCA は、省エネルギー技術に関する理

論と実務の両者を学べる研修機関としての高い評価を確立していくであろう。 

また、AHERC の学長によれば、プロジェクトの供与したミニプラントを活用し、タブリー

ズ大学の協力を得て、省エネルギーの修士課程が 2007 年 2 月に設置される予定である。AHERC

は、テヘランに次いで、全国で２番目に、修士課程を有する高等教育機関（Complex）として

位置づけられることになる。省エネルギーの修士課程をもつ高等教育機関は AHERC が最初と

なる。 

 

(4) 技術的インパクト 

プロジェクトの実施前には、省エネルギーに関する実務的な研修を行う機関はイランには



なかった。プロジェクトの実施によって、イラン側の関係者は、日本人専門家から、ミニプ

ラントの操作、維持管理などを含めた、実務的な知識の技術移転を受け、産業界の省エネル

ギーに直接に役立つ実務的な研修コースの自主的な運営が可能となった。 

 

１－５ 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は高いと判断する。 

 

(1) 政策面 

本プロジェクトは、産業部門の省エネルギーにかかわる人材を育成するものであり、イラ

ンの政策との整合性が高い。このため、今後も継続して、イラン政府からの政策的な支援を

期待できる。 

 

(2) 組織面 

プロジェクトの活動を通じて、NTCEM/AHERC は、省エネルギー分野の最高の研修機関の 1

つとしての定評を得つつあり、また、研修の運営管理を独力で行うシステムを確立している。

ただし、研修システムの継続的な運営には、SABA 等の協力機関との連携を強化していくこと

が必要である。 

イラン側は、プロジェクトで供与されたミニプラント機器の有効利用を念頭に、2007年 2月

より、AHERC に省エネルギーの修士課程を導入することを決定した。これにより、AHERC の教

育機関としての立場は一層強固なものになるであろう。 

 

(3) 財政面 

イラン政府は、人材開発を優先課題としているが、本プロジェクトは、省エネルギー分野

の人材開発を行うものであり、国の政策との整合性が高い。このため、国からの政策的な支

援、また、財政的な支援も継続して期待できる。 

これまで、プロジェクトの実施責任機関である EEO は、研修費用（授業料）の補助金をは

じめ、プロジェクトの実施に必要な費用を十分に負担してきている。 

少なくとも、第４次経済社会文化開発 5か年計画(2005-2009)の期間中については、現行の

政策が維持され、研修コースの財政的な継続性には大きな懸念がないと思われる。 

 

(4) 技術面 

インパクトの項でも述べたが、プロジェクトの実施前には、省エネルギーに関する実務的

な研修を行う施設はイランにはなかった。プロジェクトの実施によって、イラン側の関係者

は、日本人専門家から、ミニプラントの操作、維持管理などを含めた、実務的な知識の技術

移転を受け、カウンターパートの能力は向上しており、独力で研修コースを運営できる技術・

知識を有するに至っている。 

 

(5) オーナーシップ 

プロジェクトの実施責任機関である EEO、研修実施機関である NTCEM/AHERC、また、研修生

のリクルート、外部評価の担当機関である SABAは、それぞれの立場から、担当業務に対する

責任感とオーナーシップをもって、イランの省エネルギーの実現に向けて業務を遂行してき

ていると判断される。 

 

２．効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

1）プロジェクト実施の妥当性が高く、イランの実情に合致していたため、訓練コース実施の

予算確保など、政策的、財政的支援が得やすかった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) 高い専門性と豊富な経験をもったカウンターパートが配置されたこと。 

 



３．問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクトの妥当性は高いものの、中間評価を実施後、指標の設定に関し PDM の修正を

行ったが、終了時評価の段階においてイラン側と日本側の見解に相違があることが分かった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

1）資・機材の通関と設置の遅れ 

2）資・機材を設置する訓練棟（ワークショップ、講義室等）の建設の遅れ 

3）資・機材の設置後の試運転時に発覚した不具合 

4）複数の関係機関の存在：プロジェクトには、実施機関の AHERC・NTCEM のほか、監督機関

である EEO、協力機関である SABA と複数の関係機関があり、省エネルギー訓練コースの実

施、予算確保・執行、訓練コースの評価など、それぞれの立場からプロジェクトの重要な業

務に携わっている。このため、プロジェクトの運営管理が複雑になったことは否めない。 

 

４．結 論 

本プロジェクトの成果は中程度と評価される。 

①研修の実施体制（SABA による研修員の募集、NTCEM による研修の実施、EEOによる内部評

価、SABAによる外部評価とアフターケア）が確立された。 

②ミニプラントに係る運転･維持管理体制が基本的に確立した。 

③カウンターパートは研修実施に係る必要な技術と知識を習得した。 

④第 4 次経済社会文化開発 5 か年計画によってプロジェクトの持続可能性が強化された。 

 

したがって、本プロジェクトは予定どおりに終了する。 

 

５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) カウンターパートの配置 

R/D によれば、8名の技術担当者の配置を計画しているが、実際には 6 名となっている。こ

の人数は、研修を実施するうえで、最低限の人数である。講師が欠けた場合には、研修の実

施は困難となる。さらにカウンターパートは、非常に多忙であるため、実務的な技術や省エ

ネに関するスキルの向上のために時間を割くことができない。したがって、イラン側は技術

担当のカウンターパートの人数を増やすべきである。 

 

(2) 内部/外部評価 

1）内部評価 

 AHERC は内部評価レポートを取りまとめて、データの分析を行うことになっているが、実

際には EEOが行っている。研修の質を改善するために、当初計画どおり AHERC は内部評価に

積極的に取り組むべきである。 

2）外部評価 

 外部評価は、参加研修員の活動と研修の効果をフォローアップし、工場における省エネを

実施するために重要な役割を果たしている。しかしながら、報告書の提出は今のところ十分

ではないため、SABA は引き続き、レポートを提出するよう参加研修員に働きかけ、レポー

トを分析を行うべきである。 

 

(3) EEO、SABA、NTCEM/AHERC 間の連携強化 

イランにおいて省エネを促進するため、3 者による定期会合を引き続き実施し、情報の共

有を行い、関係を密にとるべきである。 

 

(4) 研修における教科書の改訂 

教科書の改訂は 2 度行われたが、必要な計算式の欠如など間違いが散見された。イラン側

は、日本人専門家によって指摘された事項について改訂を行い、教科書の質を改善すべきで

ある。 



(5) 研修コースの改善 

研修コースの内容は、工場における実際の状況に即したものとなるように、産業セクター、

参加研修員、EEO、SABAからフィードバックを行い、改善していくべきである。 

 

(6) 参加研修員のアフターケア 

訓練センターと参加研修員の工場間の協力を促進するために、SABA と NTCEM は、参加研修

員からの質問に回答するなど引き続きアフターケアを実施すべきである。また、これらの質

問を研修コースに反映させるべきである。 

 

(7) 照明施設の完成 

イラン側は照明施設を設置することになっているが、終了時評価段階ではまだ建設中であ

った。イラン側は、プロジェクトの終了までにこの施設を完成させる。日本側はこれを確認

する。 

 

(8) ミニプラント機器のスペアパーツ調達の予算措置 

価格と製造者を記載したスペアパーツリストを日本側が作成中である。イラン側は、この

リストを基にスペアパーツを調達するために予算措置を行う。 

 

(9) 燃焼炉の維持管理 

燃焼炉における空燃比自動制御については、一定の条件の下においてのみ機能している。

この問題は、研修コースの実施に影響するものではない。これに対して、日本側は、プロジ

ェクト終了までにシステムの使用法についてのマニュアルを作成する。 

 

(10) エネルギー管理に係る協力 

工場診断や実務に即した研修についてフォローアップ（例:短期専門家派遣）を実施し、カ

ウンターパートの取り組みを確認することが望ましい。 

 

(11) 技術交換プログラム 

NTCEM/AHERC のカウンターパートは効果的な研修を実施するために、実務的な技術を強化

することを望んでいる。このため、イラン側は、省エネや技術交換プログラムのための科学

技術委員会の設置などの対策を講じるべきである。 

 

６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

関係者に留意したプロジェクトの形成 

本プロジェクトでは、教育機関である AHERC のなかに NTCEM が設置された。持続可能性の

観点から、教育機関におけるプロジェクトの実施は適切であると考えられる。 

AHERC のカウンターパートは、教育については専門家であるが、省エネにおける実務的な

経験が不足している。 

省エネ研修を実施するためには、実務的な知識と経験の両方が求められる。しかし、本プ

ロジェクトでは、当初工場診断のような実務は計画されていなかった。 

対象グループの長所と短所を十分に理解してプロジェクトを形成することが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査目的 

本調査は、2007 年 3 月に終了する本プロジェクトを以下の観点から検証することを目的として

実施した。 

(1) プロジェクトにより達成された実績について確認を行い、評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）に基づく評価を実施し、併せてプロジェクトに対する提

言、プロジェクト活動を通じて得られた教訓について取りまとめる。 

(2) 上記を合同評価レポートに取りまとめ、イラン・イスラム共和国（以下、「イラン」と記す）

側代表とともに署名を行う。 

 

１－２ 合同評価委員会 

(1) 日本側 

分 野 氏 名 所   属 

団長・総括 千原 大海 JICA 国際協力専門員 

省エネルギー政策 石原 明 財団法人 省エネルギーセンター 常務理事 

評価分析 東野 英昭 株式会社レックス・インターナショナル 

協力企画 田中 幸成 
JICA 経済開発部 第２グループ 

資源・省エネルギーチーム 

 

(2) イラン側 

1) Mr. Kambiz Rezapour, Manager of Training and Awareness, EEO 

2) Mr. Alireza Shirazi, Expert, EEO  

3) Mr. Akbar Safari, Expert, EEO  

4) Dr. Ali Asghar Esmaeilnia, Deputy General Director, Energy Affairs Office, MPO 

5) Ms. Afkham Zarvani, Manager of Energy Conservation, Ministry of Oil 

6) Mr. Hasan Kaboli, General Director, Management of Machinery and Vehicles, Ministry 

of Industries and Mines 

7) Mr. Khalil Jannat Doust, Head, Energy Group, NTCEM/AHERC 

8) Mr. Ali Zeerat Parvar, Member, Energy Group, NTCEM/AHERC 

9) Dr. M. Saffarinia, Deputy General Manager, Planning and Awareness, SABA 

10) Mr. Mohammad H. Zarbakhsh, Manager of Training Group, SABA 

11) Mr. Ramin Hemati, Expert, SABA 

12) Mr. Behnam Haghjoo, Expert, SABA 
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１－３ 調査日程 

日順 Nov. 千原団長、石原団員、田中団員 東野団員（評価分析） 

1 6th (Mon) 
羽田 1950 to関西 2110 (JL1317) 

関西 2315 to ドバイ 0605 (JL5099) 

2 7th (Tue) 

ドバイ0755 → テヘラン0935 (EK971) 

1100-1230 JICA Office 

PM: 日本人専門家へのインタビュー  

3 8th (Wed) 0900:SABA 1400:EEO 

4 9th (Wed) 資料整理 

5 10th (Fri) 資料整理 

6 11th (Sat) 
0900:Interview to ex-participants of 

NTCEM near Tehran 

7 12th (Sun) 

テヘラン → タブリーズ 0610 (IT447) 

AM: 日本人専門家へのインタビュー 

PM: C/Pへのインタビュー 

8 13th (Mon) AHERCでの調査 

9 14th (Tue) AHERCでの調査 

10 15th (Wed) 
Interview to ex-participants of 

NTCEM near Tabriz 

11 16th (Thu) 

 

資料整理、レポート作成 

12 17th (Fri) 
羽田 1830 to 中部 1950 (JL053) 

中部2300→ドバイ0610 (JL5097) 
資料整理、レポート作成 

ドバイ0755→テヘラン0935 (EK971) タブリーズ0755→テヘラン 0900 (IR447) 
13 18th (Sat) 

1300-1700: 日本人専門家との打合せ 

14 19th (Sun) 0900: EEO, SABA  1530: JCC members and Japanese Embassy 

テヘラン → タブリーズ 6:10 (IR447) 
15 20th (Mon) 

1000：日本人専門家, C/P and AHERCとの協議 

16 21st (Tue) 
タブリーズ 0755 →テヘラン 0900 (IR446) 

1030: EEOと調整、1400: EEO and SABAとの協議 

17 22th (Wed) 

0900-1200： JCC協議 

1330-1430：Signing of Evaluation Report and Minutes 

1530: EOJ､ 1630 : JICA officeへ報告 

18 23th (Thu) 
テヘラン 2120 to ドバイ 2350 (EK978) 

ドバイ 0250 to 関西 1640 (JL5090) 

19 24th (Fri) 関西 1830 to 羽田 1940 (JL1316) 
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１－４ 団長所感 

プロジェクト遂行上の技術的な問題（機材の受入態勢や供与機材の設計仕様、検収作業や試運

転時の不具合など）やプロジェクト実施中に派生したプロジェクトの円滑な進捗の阻害要因（カ

ウンターパート数、関係機関間の調整の不具合など）や関連する提言・教訓については、既に打

合せ議事録や各団員からの評価報告にもある。本章では、最近、JICA省エネルギー課題支援委員

会等で取り上げられた省エネルギープロジェクト評価等に関する論点等をあげて所感の総括を試

みた。(1)では、以下の論点を含めて、本省エネルギー協力の分析を行った。 

1) インドネシア、サウジアラビア、イランなど産油国を対象とする省エネルギー協力の課題

と考察 

2) 経済開発部・課題別省エネルギー支援委員会で話題となったトルコ、イラン両プロジェク

トの比較と考察 

3) JICA プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）手法による省エネルギープロジェク

ト評価の課題と考察 

 

(2)、(3)では、本省エネルギー協力のもつ日本／イラン間のエネルギー協力に与えたインパク

ト、プロジェクト終了後のプロジェクト自立発展性の確保に関する所感を加えた。 

 

本プロジェクトは、近隣国のトルコで、ほぼ同時期に実施された省エネルギープロジェクト（ト

ルコ省エネルギープロジェクトはグッドプラクティス事例としてあげられる）と比較される場合

も多い。幸い、筆者は同プロジェクトの終了時評価の総括も担当し、両プロジェクトを横断的か

つ複眼的に俯瞰する機会をもつことができたので、日本における省エネルギー活動の展開の観点

から両国におけるキャパシティ・ディベロップメントの展開についても言及した。 

 

(1) イラン、トルコ、日本のエネルギー事情と省エネルギー取り組みの共通点・相違点・類似

点と JICA プロジェクト評価の視点 

1) 共通点（JICA 省エネルギー協力と PDM 表の課題） 

イラン、トルコ両国への省エネルギー協力は、約4～5年程度の協力期間を想定した人材育

成を目的とする技術協力プロジェクトで、その方法は、“まず、省エネルギーセンター拠点と

カウンターパートを特定して、長期専門家を派遣し拠点に供与した訓練機材を活用してエネ

ルギー管理者養成に向けた人材育成活動を行うと同時に、本邦研修や短期の専門家派遣を調

整して、省エネルギー技術の移転、省エネルギー法令や制度整備など政策支援する”という

ものである。プロジェクト評価では、さらに、センターにおける個人レベルの能力強化が組

織の能力強化へつながり、実際のエネルギー消費者である事業所レベルの省エネルギー活動

へ波及していくプロセス、いわゆる JICA の定義する“「キャパシティー・ディベロップメン

ト（CP）」の成否の程度”も検討、検証しようというものである。一方、プロジェクト評価も、

目標管理の総括的な指標としては、比較的に分かりやすい “原単位ごとのエネルギー消費削
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減率などをあげて予測あるいは計測する”など、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

表では、比較的に一様の目標、成果、活動と各評価指標を設定、想定する定番志向がある。

例えば、トルコ、イラン両プロジェクトでも、プロジェクト結果の評価の議論のなかでは、

プロジェクト実施前後で明示的に原単位の比較を要請しているとみられる。 

 

2) 相違点（被援助国における省エネルギー協力受容度の課題） 

一方、一国の省エネルギー活動の動機と政策の展開や行政の介入の程度は、各国のエネル

ギー需給の事情に応じて、その目的や方法も相当程度に相違している。つまり、省エネルギ

ー協力を受け入れる際の基礎的な条件に大きな相違がある。 

省エネルギー戦略・政策の動機も、1973年以降の日本(注-1)、1980年代以降のトルコ（注

-2）、1993年ごろに原油の純輸入国に転落した中国のような一次エネルギー源の輸入国におけ

る化石燃料消費の抑制（省化石エネルギー節約の動機）、1998年ごろからのサウジアラビア、

中国のような国民の生活水準向上に伴う電力化率の急増と巨額電力開発投資の抑制（省電力

の動機）、1995年第２次５か年計画以降のイラン(注-3)、1994年第２次国家長期開発計画以降

のインドネシア(注-4)のように化石資源枯渇の遅延により輸出原油向け原油の維持と確保を

迫られている（省石油に国富の源泉を求める動機）ように、各国はおかれた地政学的な条件、

経済発展の状況などにより、資源・エネルギー・環境制約の程度が特徴的に相違する。また、

これらの省エネルギー動機が、政府の省エネルギー戦略・政策、企業や国民のプログラム参

与など社会的・経済的・制度的な外部条件にも影響し、とりわけ“JICA の要請するキャパシ

ティー・ディベロップメントの方向性や波及の速さ”といったプロジェクト効果の浸透を支

配する。特に、プロジェクト実施効果によって省エネルギー意識の定着、企業の原単位削減

など問題点の解消を図るシナリオ設定の場合には、データ収集やその信頼性、統計処理など

公式記録によるプロジェクト成果の比較は容易ではない。また、CPのようにセンター拠点協

力を発信源とする波及効果の発現性を期待するわけであるが、特に上位目標に至る達成度な

どは、なかなか計測、評価しにくい一面があることは否めない。 

さらに、省エネルギー行政の担当官庁も、日本（経済産業省・資源エネルギー庁）、トルコ

（エネルギー・天然資源省）は一元的といえる状況であるのに対し、イラン、サウジアラビ

ア、インドネシアなど産油・産ガス国では、国富の源泉である輸出資源を一元的に管掌する

のは石油省や傘下の国営石油会社（それぞれ NIOC、アラムコ、プルタミナ）、電力開発など

国内エネルギーインフラ整備や価格統制を管掌するのはエネルギー省、電力省、鉱山エネル

ギー省というように、エネルギー管理をめぐる行政の執行権限が分散化され、エネルギー需

給や価格政策などエネルギー管理の主導権をめぐる確執も取りざたされる場合も多い。特に、

省エネルギー政策のように、企業を管掌する産業・工業関係省庁、交通を管掌する運輸関係

省庁など多くの利害関係者が加わるので、一国のエネルギー需給の管理を横断的かつ包括的

な基本法の下に調整するには多大の労力を要すると考えられる。一方、イランのように、上

位法である5か年計画に省エネルギー政策の具体的な方向性が指示されているような場合に
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は、当面の政策の実現には、各省庁の権限内で個別法によって対応も可能なので、当面は、

基本法の有無自体が同国の省エネルギー推進に大きな支障になっているとはいえないが、同

法の成立によって省エネルギーの CP が加速的に促進される期待は留保すべきであろう。 

 

(注-1) エネルギーを中東の石油に依存してきた日本は、1973 年第一次石油危機以降

（1973 年 10 月 6 日に第 4 次中東戦争が勃発。16 日には、石油輸出国機構(OPEC)に加盟の

ペルシア湾岸産油 6 か国は、原油公示価格の 21％引き上げと、原油生産の削減とイスラエ

ル支援国への禁輸を決定。さらに 12 月には、翌 1974 年 1 月より原油価格を 2 倍に引き上

げを決定）の原油価格の高騰により、その経済を脅かされた。CP 観点からは、トイレット

ペーパーや洗剤など、風評による原油価格と直接関係のない物資の買い占め騒動、デパー

トのエスカレータの運転中止などの社会現象も発生し、政府は、国民生活安定緊急措置法・

石油需給適正化法を制定して事態の深刻化に対応した。だが、石油価格の上昇は、日本で

も、ニクソン・ショックから立ち直りかけていた景気を直撃、便乗値上げが相次ぎ、急速

にインフレが加速。国内の消費者物価指数が 1974 年は 23％上昇し、「狂乱物価」という

造語まで生まれた。インフレ抑制のために公定歩合の引き上げが行われ、企業の設備投資

などが抑制された。結果 1974 年は-1.2％と戦後初めて、マイナス成長を経験し、戦後続い

ていた高度経済成長がここに終焉を迎えた。さらに、イラン政変に端を発して OPEC諸国の

主導による原油価格の引き上げが行われた第２次石油危機の 1978 年には、省エネルギーセ

ンターを設立、1979 年には、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）を制

定・施行した。このような官民あげての省エネルギープログラムの実施の必要性、国民の

理解と支援、参与が日本における省エネルギー文化の定着、日本の成功の裏に隠された重

要な要因となっている。 

 

(注-2) トルコ国もエネルギー輸入依存度が高いことから、石油危機以降、熱心に省エネ

ルギーに取り組んできた。トルコでは、1982年以降、省エネルギー推進のための機関を設

置し、啓発活動や工場診断等を実施してきた。1995 年には「工業機関によるエネルギー消

費合理化促進のための対策に関する規則」を制定し、主要なプラント企業はエネルギー管

理者を任命、EIA/NEAE(電気資源調査開発総局国立省エネルギーセンター)及び同機関の承

認を受けた機関の省エネルギー研修を受講することを規則として明文化した。 

我が国にプロジェクト技術協力（2000 年 8 月～2005 年 7 月）を要請してきた 1997 年の

同国のエネルギー自給率は 50％にとどまり、それまでの過去 5 年間のエネルギー消費率は

20％増で推移してきており、同国経済への悪影響が懸念される状況にも至っていた。 

 

(注-3) イラン国の省エネルギー戦略の生成は、第１次 5 か年計画（1990～1994 年）中

に遡ることができる。1990 年 1 月成立の第 1 次 5 か年計画は、1980 年から約 10 年間に及

んだイラン・イラク紛争による国内経済活動の低迷、国際収支の赤字、インフレの三重苦
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からの戦後復興を図るべく、国富源泉の基幹部門である石油部門の再建を中核に民間部門

を活性化する、人的資源の開発を重視する、それまで否定的であった外資導入を積極的に

進めることであった。1991 年、計画予算庁（現在の行政計画省）が中心となって「総合エ

ネルギー開発」を策定中のところ、それと歩調を合わせるように、同年から 1994 年にかけ

て、特に“同庁との共同実施”と銘打って JICA 開発調査「エネルギー開発計画」（1992

年 3 月～1994年 3 月）が実施された。本報告書による中長期エネルギー需給予測により“旺

盛な人口増加、経済成長の予測シナリオ、原油賦存状況の総合分析の結果は、中長期的な

輸出向け原油量確保の低迷を示唆するものであった。そのため、イラン政府は、エネルギ

ーの合理的な利用の促進を図る必要性から、まずエネルギー多消費産業を中心とする詳細

な使用状況を調査することとし、JICAは引き続き「エネルギー最適利用計画」開発調査（1994

年 10月～1997年 9 月）を実施した（カウンターパートは計画予算庁）。世界銀行もまた、

1998年10月に「Strengthening the Government’s Capacity for the Rational Use of Energy」

報告書を提出した（カウンターパートはエネルギー省）。1994 年には、エネルギー省に

省エネルギーと再生可能エネルギーを担当する専任部署として省エネルギー局（EEO）

が設けられ、1996 年には、事業所の省エネ診断などを実施するイラン省エネルギー機

構（Iran Energy Efficiency Organization、IEEO 又は SABA）がその傘下に設けられ

た。これらの報告書は、エネルギー省の政策立案にも大きな影響を与えることになり、第

２次５か年計画（1995～2000 年）では、初めて具体的なエネルギー消費削減の各種政策が

盛り込まれ、第３次５か年計画（2000～2005 年）にも追加的な政策も盛り込まれ、第４次

５か年計画（2006～2010 年）にも省エネルギー政策を継続する意思が引き継がれることに

なっている。加えて、1999 年には省エネルギーに関する基本法、包括法ともいうべきエネ

ルギー消費管理法案がエネルギー省によって起案され国会へ提出されたが、まだ本法案は

成立していない(2005 年 3 月には、エネルギー省、石油省の共同提議となった)。とはいう

ものの、５か年計画は、イランでは「The Law of Third Five-Year, Economic, Social and 

Cultural Development Plan of Islamic Republic of Iran」の国会を通過する上位法と位

置づけられていることから、エネルギー供給面に注力してきた石油省も、エネルギー消

費面の関与に本格的に取り組むべく、2000 年にはイラン燃料保全機構（Iran Fuel 

Conservation Consumption: IFCO）を設立している。 

 

(注-4) 1970 年代の石油危機を契機に、インドネシア政府による省エネルギー必要性の

認識も高まり、1982 年には大統領令による省エネ国家政策も出され、1991年にはすべての

セクターにおいてエネルギー使用効率改善策が義務づけられたものの、1997 年の通貨危機

もあり、その進展は低迷した。一方、1970 年から 1995 年を見通した第１次長期国家開発

計画のなかでは、石油以外に天然ガス、石炭などのエネルギー資源の豊富さが強調され、

長年の間、エネルギー価格も経済価値より相当に低く設定されるなど、具体的、実際的な

省エネルギーへの取り組みにはほとんど進展が見られなかった。2005 年 7月の世界的な原
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油価格の上昇に伴い超大な補助金が財政を圧迫する事態に至り、省エネへの関心が一気に

高まった（2006 年 3 月「JICA インドネシア国省エネルギープロジェクト形成調査」より抜

粋）。この状況は、ほぼ同様の産業構造や人口大国の産油国イランの省エネルギーの取り

組みと比較すると、総じて 5～10 年以上の取り組みの遅れがあるともみられる。 

 

このように、トルコ政府による省エネルギーへの具体的な取り組みは、1970 年代の石油

危機を動機として 1980 年代はじめまで遡るのに対し、イラン政府の取り組みは、約 15～

20 年の遅れがあると考えられる。さらに、省エネルギー政策の緊急性の観点も、イランの

場合には、中長期的な石油枯渇に対処していくというノンリグレットポリシーの動機に発

する側面も濃い。例えば、国民生活、省エネルギー意識につながるエネルギー料金体系も

補助金、燃料課税などの政策も、イラン、トルコでは実際に大きな相違がある。例えば、

レギュラーガソリンリットル当たり料金は、現状、イラン（１人当たり 2004 年購買力平価

GDP=7,594 米ドル）約 10 円、トルコ（１人当たり 2004 年購買力平価 GDP=7,503 米ドル）

約 190円、日本（１人当たり 2004年購買力平価 GDP=2 万 9,906 米ドル）130 円程度等であ

る。これらの経済的な政策手段のあり様も、JICA 技術協力が課題としているキャパシティ

ー・ディベロップメントの進展に大きく影響していると考えられる。省エネルギーは、1990

年代に入ってからは、地球温暖化対策の有力な手段との新たな認識の下、もはや、地球人

類的な課題であり、同分野の日本の技術協力の意義はますます重要性を増すことは間違い

ない。省エネルギー意識の普及、政策の進展も含め、JICA技術協力の成果比較にも、単に、

プロジェクト期間中の原単位削減の効果だけでなく、各国の省エネルギー動機や社会・経

済・文化の発展段階、日本経済の様相と原単位推移などをよく参照し、先に述べた共通点、

相違点を加味、洞察した複眼的な視点が要求されることになる。その意味では、省エネル

ギー協力のベストプラクティスに依存した協力スキームの構築やプロジェクト評価には一

定の留保も大切であろう。 

 

3) 類似点（地球温暖化対策・人類的課題に対する国際政治上の大義名分の問題） 

1989 年ベルリンの壁崩壊に続き、1990 年ごろからは東西冷戦の終焉に代わって、地球環

境問題が、南北問題も含む新たな国際政治上の問題として表舞台に登場、とりわけ 1992 年

リオ会議（国連環境開発会議：UNCED、通称・地球サミット）後には、地球温暖化対策は、

将来世代に引き継ぐ持続可能な開発問題、人類倫理の問題も語られる、開発途上国も含め

た長期的なノンリグレットポリシーの採否が問われ始めてきた。特に、温暖化要因の約70％

を占める二酸化炭素の排出削減は最も有力な温暖化緩和策オプションと認識されている。 

イランは、人口約 7,000 万人を擁する大国で、そのエネルギー消費量も中東一であり、

そのエネルギー政策は、世界のエネルギー安全保障、地球温暖化へのインパクトも大きい。

同国は、2004年 8 月京都議定書を批准している。 
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(2) イランの省エネルギー協力の意義とポイント、“理論と実際”について 

本省エネルギー技術協力においてイラン側関係者やカウンターパートが最も大きな成果の

ひとつとしてあげたのは、訓練機材を活用した実地研修である。イラン側のカウンターパー

トは、全員が、いわば、工業専科の教員であり、省エネルギー技術の基礎を成す熱力学や電

磁気学の理論面には精通あるいは理解が早いものの、実際の企業現場での設備の取り扱い経

験がほとんどないという弱点をもっていた。イランなど多くの開発途上国では、いわゆる格

差としてのホワイトカラーグループは、もともと政府の財政的な理由もあって教育現場での

理数科機材の活用が少ないこと、さらに実際の企業現場での機材、設備に親しむ研修意欲や

機会も少なく、理論を実践につなぐ経験の不足という壁が存在する。このことが、多くの長

期専門家とカウンターパートが“当初から協力枠組みに取り入れるべきであった”としたの

は、工場診断技術の研修であった。一方、企業から派遣された研修生のなかには、工場現場

での機器や設備の取り扱いの経験も豊富な者も多い。カウンターパートは実技面でハンディ

を負うことから、研修生への対応にしばしば不具合があり、自信の喪失につながるといった

報告もあった。このような反省から、協力期間の後半からは、特定業種に絞り、短期専門家

の派遣により実地の工場診断の研修を行いカウンターパートの自信の回復に大いに貢献した

との報告もあった。このことから、省エネルギー技術のように、優れて、理論の表側に、多

くの工夫や実践が集積しているような技術移転分野では、拠点機材を活用した JICA 省エネル

ギー協力の意義は極めて高い一方、プロジェクト事前評価における参加者分析の重要性も強

く認識されるわけである。 

 

(3) キャパシティー・ディベロップメント成果の定着への懸念と継続支援の必要性 

イラン側は、第３次５か年計画の第121条では、第４次５か年計画でも生産面、消費面の省

エネルギーの促進を進めることを明示している。省エネルギー、環境保護のような問題は、

経済開発、社会・文化の進展との競合、調整のなかで、キャパシティー・ディベロップメン

トの最適パスが選択される。JICA プロジェクト技術協力が適用される約5年といった枠組み

で一様にその進捗を期待できるものではなく、プロジェクト生成時の基礎条件、外部条件の

変化やオーナーシップの高まりなど柔軟に対応していく視線が要求される。1990年代はじめ

にノンリグレット政策で始まったイランの省エネルギー活動も地球温暖化問題をめぐる国際

社会の動き、国際原油価格の動向、経済開発の進捗など第４次５か年計画中には、エネルギ

ー価格体系の見直しなど国内エネルギー政策上の要請からも、リグレット局面への転換期も

予測される（インドネシア事例と比較参照のこと）。上記(2)にもあるように、本プロジェク

トにおけるカウンターパート訓練と習得レベルには、特に実践面では自立発展への一抹の懸

念も共有しているとの見方もある。一方、イラン政府側の省エネルギー政策促進への揺るぎ

ない意思は確認されている。既に、ビル省エネルギーの技術移転についても引き続き日本へ

の協力を要請、検討中である。これまでの我が国のイランエネルギーセクター協力の立場や

貢献を考えると、当面、イランのエネルギーセクターへの関与は両国間のウィン・ウィン関
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係の構築の有力な選択肢のひとつとも思慮されるところから、本プロジェクトのアフターケ

アについても、必要に応じて短期専門家の派遣による実践面のレベルアップなど継続的なウ

オッチは、プロジェクトの最終目標（オーバーオールゴール）の達成には得策と思われる。 

 

１－５ 評価５項目によるプロジェクト評価概要 

 

表１－１ 評価５項目による評価まとめ 

５項目 評価結果 主な理由 

妥当性 高 い 
  イラン、日本の政策との整合性（+） 

  日本の省エネルギー分野における技術の比較優位性（+） 

有効性 中程度 

  2006年 11月時点での研修生の合計数(2007 年 3月目標600

名に対して 589名。ほぼ達成（+） 

  研修修了者の提案書が採用された件数（2007年3月目標400

件に対して、78 件。達成見込み低（ ） 

効率性 中程度 

  日本・イラン側とも十分に投入を行った(+) 

  ミニプラントの問題に対応するために費やされたコストと

短期専門家の追加派遣（-） 

  当初の遅れが完全には挽回されず、成果の一部が未達成(-) 

インパクト 

正のインパクト

が見られる。 

負のインパクト

は見られない。

  ミニプラントの導入による技術的インパクト(+) 

  アゼルバイジャン高等教育センター（AHERC）での省エネル

ギー分野の修士コース設置(+) 

自立発展性 高 い 
  イラン政府からの政策的、財政的支援 

  イラン側の高いオーナーシップ、能力 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 評価方法 

評価をできるだけ正確に、効率的に行うために、PCM (プロジェクト・サイクル・マネージメン

ト) 手法を用いた。 

評価チームのメンバーは、プロジェクトの各要素の進捗の度合い（投入、活動、成果、プロジ

ェクト目標の進捗の度合い）を PDM に記述された指標、あるいは活動計画表との比較によって実

施し、実施のプロセスについても検証した。さらに、検証の結果を基に、評価５項目による評価

を行った。具体的な内容は以下のとおりである。 

 

２－２ 評価項目 

プロジェクトの評価は以下の項目について、実施した。 

 

項目１：達成度の確認 

プロジェクトの評価時点までの実績（投入、活動の実績、成果の発現程度、プロジェクト目

標の達成見込み）を、収集した関連データ、情報を基に PDM の指標との比較によって確認する。

必要なデータの収集のために、プロジェクト関係者への質問票の配布・回収、インタビュー、

現場視察、文献調査等を実施した。 

 

項目２：プロジェクト実施のプロセスの確認 

プロジェクトを実施する過程で何が起きたのかを把握し、成果や目標の達成にどのような影

響を与えたか、主に PDM の外部条件を中心に検証する。 

 

項目３：以下に示す評価５項目の観点からの評価 

(1) 妥当性(Relevance) 

プロジェクトのめざしている効果(プロジェクト目標や上位目標)が、受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性は

あるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要

があるか等の「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う。 

 

(2) 有効性(Effectiveness) 

プロジェクトの実施により、本当に受益者若しくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う。 

 

- 10 -



 

(3) 効率性(Efficiency) 

主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

(あるいはされるか)を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結びついている

かどうかを中心に検証する。 

 

(4) インパクト(Impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

 

(5) 自立発展性(Sustainability) 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 

 

２－３ 評価結果の取りまとめ 

終了時評価報告書は英語版をオリジナルとして作成し、イラン側と合同で開催する合同調整委

員会（JCC）において内容を審議･承認後、実施プロセスの検証、5 項目評価を行ったうえ、その

結果を要約し、結論としてまとめた。 

提言の取りまとめは、JICA、EEO 及び省エネルギー管理訓練センター（NTCEM）に加え、プロジ

ェクトの関係者に対し、プロジェクトの今後のあり方について提言、助言を行う。評価項目別の

評価結果及び結論にかんがみ、今後の見通しや必要な措置について関係者や関係機関を特定して

助言を行った。提言は評価結果に基づいたものであるとともに、具体的で実現可能な内容になる

よう留意した。また、これまでの長短期専門家、カウンターパート等プロジェクト実施者の問題

意識のなかから、特に重要と思われる提言がある場合は併せて記載した。 

終了時評価報告書には、実施中又は将来開始されるほかのプロジェクトの参考になる事項を「教

訓」として取りまとめた。評価 5 項目別の結果、特に評価結果の高かった評価項目、又は特に評

価結果の低かった評価項目や結論に基づき、類似プロジェクトが学ぶべき事柄（成功や失敗から

得られる対応策や知見など）を簡潔かつ具体的に示した。 
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第３章 評価結果 

 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家 

1) 長期専門家 

2006 年の 10 月末時点で、４名の長期専門家〔チーフアドバイザー、業務調整、省エ

ネルギー(電気)、省エネルギー政策〕が配置されている（前任者を含め、延べ 7 名、派

遣期間の合計は、208.5 人・月）。 

2006 年 4月、省エネルギー（熱）の専門家が健康上の理由により、任期途中で帰国し

たが、同分野（省エネルギー／熱）の短期専門家、延べ 5 名が派遣され、業務の進捗に

支障がないように対応がなされている。 

長期専門家の氏名と派遣期間は付属資料１．に示すとおりである。 

 

2) 短期専門家 

これまでに、合計 19名の短期専門家〔合計 15.6人・月；ESCO (Energy Service Company) 

(2)、MAP 手法、ミニプラント機器据付試運転指導(2)、ボイラー機器据付試運転指導、

ESCO (技術／財政支援施策)、工場診断 (熱)、工場診断 (電気)、機器維持管理 (熱 &

電気) (2)、計測機器・データ処理、省エネルギープラン運用熱分野、省エネルギー熱分

野 (2)、セクター別技術指導 (4) (セメント (2)、鉄 (2))〕が派遣された。 

短期専門家の氏名と派遣期間は付属資料１．に示すとおりである。 

 

(2) カウンターパートの本邦研修 

2006 年 11月時点で、合計 11名（退職者を含む延べ人数）のカウンターパートが日本で

の研修に派遣されている。 

カウンターパートによる日本での研修効果に対する評価はおおむね高いが、よりプロジ

ェクトの業務に則した実践的な内容への改善を希望する意見もあげられている。 

本邦での研修に加えて、2005 年には、トルコでの第三国研修に、EEO 職員１名が派遣さ

れている。 

また、2004年には、トルコの省エネルギープロジェクトとの技術交換会が実施され、日

本人専門家と 5名のカウンターパートがアンカラを訪れている。 

カウンターパートの本邦研修の詳細は付属資料１．に示すとおりである。 

 

(3) 供与機材 

2006 年 10 月末時点で、総額 121 万 8,000 米ドル〔邦貨約 1 億 4,400 万円、イラン現地

貨 112 億リアル (1 米ドル = 118 円=9,200 イランリアルで換算)〕の機材がイラン側に供
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与された。機器の主なものは、実習用ミニプラント（燃焼炉、ポンプ、ファン、エアコン

プレッサー等）である。 

不具合により、ミニプラント機器の本格的な運転が、当初計画よりおよそ 10 か月遅れ、

2005年の 4 月にずれ込んだことで、プロジェクトの進捗に大きな影響を与えることとなっ

た。 

しかし、これまでに短期専門家の派遣により対応がなされ、終了時評価の時点では、ほ

とんどの問題が解決されている。 

機材リストは、付属資料１．に示すとおりである。 

 

(4) 運営費 

2006 年 10月末時点までに、21 万 2,000 米ドル (邦貨約 2,500 万円、イラン現地貨 19.5

億リアル (1 米ドル = 118 円=9,200 イランリアルで換算) が運営費として投入され、プロ

ジェクトの進捗に効果的に貢献した。 

 

３－１－２ イラン側投入 

(1) カウンターパート配置 

2006 年 10月末時点で、合計 11 名のカウンターパート (プロジェクトダイレクター、プ

ロジェクトマネージャー各１名、省エネルギー局職員 3 名と、6 名の技術カウンターパー

トで、合計 485 人・月)が配置されている。 

以上に加えて、イラン側は、ミニプラントの維持管理担当技術要員（テクニシャン）2

名、アドバイザー１名を NTCEM に配置したほか、研修の内部評価担当スタッフを EEO に配

置している。 

技術カウンターパートは、討議議事録（R/D）での取極めでは、8 名が配置される予定で

あった。2003 年には、2 名の増員が行われ、一時的に 8 名の体制となったが、退職により

再び 6名の体制となっている。 

カウンターパートの配置の詳細は付属資料１．に示すとおりである。 

 

(2) 土地、建物、施設  

タブリーズ 

2004 年 11 月、研修棟がイラン側の資金により AHERC の敷地内に建設された。建設は当

初計画より 2 か月ほど遅れたものの、ミニプラント用のワークショップ、講義室、講師室

等を備え、研修施設として、十分な機能を有している。 

AHERC には、日本人専門家の執務室（什器備品と通信機器電話付きの４室）も提供され

ている。 

研修用の照明システムは、イラン側の資金で工事が進められているが、終了時評価の時

点では、まだ完成していない。 
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テヘラン 

2006 年 3月、省エネルギー局が、エネルギー省の新ビルディングに移動することとなり、

省エネルギー政策専門家の執務室が、新たに、このビルディングに提供されている（省エ

ネルギー局の職員 3 名と共用）。 

 

(3) 運営費用 

イラン側のプロジェクトの運営費用（人件費、研修機器、施設運営費、通信費、光熱費、

消耗品、出張旅費、燃料代等を含む）は、合計 107 万 7,000 米ドル (邦貨約 1 億 2,700 万

円、イラン現地貨 99 億リアル（1 米ドル = 118 円=9,200 イランリアルで換算）と報告さ

れている。 

以上、投入の詳細は、付属資料１．に示すとおりである。 

 

３－１－３ 活 動 

成果の達成状況は、全体を通してみた場合、活動の遅れから、中程度の達成状況であると思

われる。 

特に、協力期間の前半において、ミニプラント機器の不具合を主な原因として、活動の開始

（特に NTCEM における研修）が遅れ、結果として成果の発現に影響を与えた。協力期間の後半

では、関係者の努力により、進捗は加速されたが、前半の遅れを完全に挽回するまでには至ら

なかった。 

各活動の達成状況は、付属資料１．に示すとおりである。 

 

３－１－４ 成 果 

ミニプラントの据え付け、運転に関する不具合から、活動の開始が遅れ、したがって、成果

の発現も、プロジェクト期間内に十分に成果の発現が見られない項目があった。全体として、

中程度の達成状況である。 

各成果の達成状況を以下に取りまとめて示す。 

 

成果１：プロジェクトが有効に役立つよう、政策や関係行政機関が調整される。 

指標：訓練センターの活動が、イラン政府の政策及び産業界のニーズと合致する。 

 

達成状況 

NTCEM の活動内容は、元来、イランの政策（第３次経済社会文化開発5か年計画）や産業界

のニーズに合致するように策定されたものである。 

現行の第４次経済社会文化開発5か年計画(2005-2009)は、省エネルギーを重要課題として

掲げた第３次5か年計画を引き継ぎ、省エネルギーを国の政策として取り上げている。また、

「省エネルギー基本法」の草案が国会で審議中である。 
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本プロジェクトの政策面での貢献としては、政策の実現を早期に実現すべく、日本人専門

家が、イラン側の国会議員5名の日本への派遣（2003年）に協力したほか、NTCEM での研修生

の受入れに関して、SABA に対する援助を行ってきた。 

また、日本の省エネルギー法体系や、「エネルギー使用の合理化に関する法律（2005年8

月改正）」等にかかわる情報が EEOに提供されている。 

これらの政策的な支援活動と並行し、内部モニタリングで元研修生からのコメントに基づ

き、研修の内容が改善されているため、訓練センターの活動は、政策と産業界のニーズに合

致していると判断される。 

 

 成果２：プロジェクトのカウンターパート、すなわち訓練センターのインストラクターたち

が、訓練用の施設・機材を操作・保守できる。 

指標 2-1：カウンターパートが訓練設備と機材を効率的に活用できるようになる。 

 

達成状況 

カウンターパートたちは、日本人専門家による講義と、機器の運転訓練を通じて、研修設

備と機材を運営、維持管理する基本的な知識を獲得した。 

ミニプラント機器に関する不具合とコントラクターによる操作マニュアル提供の遅れから、

当初、カウンターパートへの技術移転に支障が出ることが懸念されていたが、日本人専門家

が暫定マニュアルを作成して対応し、技術移転に大きな支障を出さずに技術移転を進めるこ

とができた。 

 

指標 2-2：カウンターパートが訓練設備と機材を十分に維持管理できるようになる。 

 

達成状況 

機器と施設の維持管理体制づくりは、計画どおりに進んだものと判断されるが、維持管理

は技術要員（テクニシャン）が主体となって行っており、カウンターパートの意識は必ずし

も高いとはいえない。 

機器と施設の維持管理のために、イラン側は、2名の技術要員（テクニシャン）を配置した。

彼らは、日本人専門家から OJT ベースで指導を受け、維持管理の知識と技能を身に付けてい

る。また、うち１名は、2006年10月に、日本での研修に派遣されている。  

訓練設備と施設の問題は、これまでに、ほとんどが解決されているが、燃焼炉の空然比の

自動制御システムと、復熱装置（recuperator）の燃料ガスの漏洩が未解決である。短期専門

家が対応を試みてきたが、今のところ、問題は解決されていない。 
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成果３：エネルギー関連技術者のための理論・実技両方の訓練が継続的に実施される。 

指標 3-1：カウンターパートが訓練用の教材と教科書を開発できる。 

 

達成状況 

時間的な制約から、現在研修に使用されているテキストは、SABA の手によって2004年の9

月に作成されたものである。 

NTCEM のカウンターパートたちは、テキストの内容をよく理解し、また授業には自分たち

で作成した教材を用いるなど、基本的な能力は備えている。 

しかし、実際に教科書の開発にかかわった経験がほとんどないため、訓練用の教科書を独

自で作成するには、現時点でも SABA の支援を必要とすると思われる。 

 

指標３-２：カウンターパートが訓練コースを実施できる。 

 

達成状況 

2006年11月の時点の実績で、研修回数は45回（一般コース22回、電気コース14回、熱コー

ス9回）で、研修生は、合計 589名(一般コース311名、電気コース178名、熱コース100名)に

達している。 

研修生は、講師を務めるカウンターパートの理論面での知識を高く評価している一方、実

務的な問題解決能力の向上や、機器の扱いについての経験不足を指摘する厳しいコメントも

出されている。（研修生の要望に応え、2006年の1月からは、コースのカリキュラムが見直さ

れ、ミニプラント機器の使用による実習を含め、より実務的な内容に改められた。） 

EEO では、研修の質を高めるために、内部モニタリングの仕組みを整えつつあり、毎回の

研修について、研修生の意見を質問票で取りまとめ、統計データとして分析、蓄積する予定

である。終了時評価の時点では、第１回目のレポート（データ部分のみ）が提出されている

が、今後、データの蓄積により、研修生の声を反映して、研修の質が向上することが期待さ

れる。 

 

指標３-３：省エネルギーコースを修了したエネルギー関連技師の数が増える。 

 

達成状況 

2006年10月現在、電気と熱コースの修了者から、41の報告書が SABA に提出され、32名が合

格している（電気17名、熱15名） 

合格者の数は、まだ少ないが、今後、研修が継続されるにつれて、合格者の数も増えてい

くものと思われる。 
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指標３-４：カウンターパートが卒業生のアフターケアを行うことができる。 

 

達成状況 

現状では、アフターケアは、SABA が担当している。SABAは、セミナー、研修者への質問回

答（電話による間接あるいは訪問者への直接コンサルテーション）及び、エネルギー友の会

（Energy Friendship Network）の開催・運営を通じて、アフターケアを行っている。 

これらのアフターケアの実績は、セミナー（2005年5月以降、10回開催、出席者754名)、研

修者への質問回答（2005年6月以降、7回実施し、直接ケア246名、間接ケア262名)、エネルギ

ー友の会（2005年に４回セミナーを行い、出席者535名）と報告されている。 

NTCEM のカウンターパートは、研修生からの質問があれば答えるなどの対応を行っている

が、上述のように、アフターケアの主体は SABA が担っており、NTCEM のカウンターパートた

ちも、アフターケアには特段の関心を払っていない。 

当初のねらいであった、カウンターパートによるアフターケアとは多少のズレが生じてい

るが、SABA の協力の下、アフターケアの仕組み自体はできているものと判断する。 

 

３－１－５ プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標: 省エネルギー管理訓練センター(NTCEM)が、産業界のエネルギー管理に貢

献する。 

 

指標 1: 研修修了者の提案書が採用された件数(2007 年 3 月までに 400 件) 

 

2006年11月の時点で、78件の提案書が工場に採用されている〔対象となるのは、6か月前の

2006年4月時点の電気・熱コースの研修履修者156名（電気67名、熱89名）である〕が、目標

の2007年で400件を満たすのは難しい見込みである。 

これら156名の研修履修者が、41編の改善レポートを SABA に提出しており、そのうち、37

名（5編が共同作成で、レポートとしては32編）が合格の判定を受けている。 

ミニプラント機器の不具合によって生じた研修コースの開始遅れと、研修開始初期の事務

処理の不備などが、達成状況が低い原因であると考えられる。また、研修開始から、レポー

トの提出まで6か月のタイムラグがあることも留意する必要がある。 

（指標１の定義が明確でなく、「提案書が採用された数」について、イラン側と日本側の

見解の相違があった。）  

 

 指標２：研修修了者所属の工場における省エネルギー活動のための融資審査合格数(2007 年 3

月までに 600 件の“ノーコストあるいはローコスト対策”) 

 

SABA と EEO によれば、実施した100件のアンケートで、ノーコストあるいはローコスト対
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策（省エネユニットの組織化、照明設備の変更、工場稼働時間のピークタイムからの変更等）

は、ほとんどの工場で実施されていたとのことである。 

したがって、これまでの研修生589名の所属する工場で、同様に対策がとられているとすれ

ば、目標値である、2007年3月までに600件の“ノーコストあるいはローコスト対策”は、ほ

ぼ達成されると考えられる（ただし、これが、プロジェクトの実施の結果、達成されたもの

なのかどうかは、不明である）。 

 

 指標３：年間エネルギー消費 1MW（石油換算 1,000m3）以上の工場からの研修生の数(2007 年

3 月までに 450名) 

 

2006年11月の時点で、年間エネルギー消費1MW（石油換算1,000m3）以上の工場からの研修

生の数は400名である。2007年3月までに450名の目標はほぼ達成されるものと判断される。 

 

 指標４：年間エネルギー消費 1MW（石油換算 1,000m3）以下の工場からの研修生の数(2007 年

3 月までに 350名) 

 

2006年11月の時点で、年間エネルギー消費1MW（石油換算1,000m3）以上の工場からの研修

制の数は189名である。これまでの研修生の数から、月平均で25名が実績であるため、2007

年3月までの４か月で350名の目標の達成は、非常に難しいと思われる。 

小規模の工場からの研修生が少ないのは、当初から、プロジェクトが大規模工場からの研

修生を優先して研修に送り込んだ経緯からして、当然の結果と思われる。これから、研修が

進むにつれて、小規模（あるいは民間）の工場からの研修生が増えることが期待される。 

 

 指標５：上記３の工場からの研修生の報告書（熱、電気コース）が SABA によって受領された

件数と割合(2007 年 3 月までに 300 名、66.6％以上) 

 

2006年11月の時点で、合計、41（電気コース22、熱コース19）の報告書が SABA に提出され、

そのうち、32編（37名）が合格している。 

合格率は78％と高いが、報告書の数そのものが、目標の300に対して12％程度と低く、2007

年目標の300名の達成は極めて難しいと思われる。 

 

３－２ 評価５項目による評価 

３－２－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により、終了時評価の時点においても高いものと判断

する。 
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(1) イラン政府の政策との整合性  

世界の最大規模の産油国の１つであり、およそ 1,320 億バレルの埋蔵量を有するイラン

は、外貨の 8 割を石油と石油産品の輸出に負っている。 

一方、イラン国内の石油消費は、近年急速に増加しており、この傾向が続くと仮定する

と、2018 年までには、石油の輸入国に転換するとの調査報告もある。 

産業界におけるエネルギー消費効率の悪さは、以前から問題視されていたところである

が、1990 年代に入り、同国が経済不況から脱却するとともに、深刻な問題として急速に注

目を集めるようになった。 

第 3 次経済社会文化開発 5 か年計画（The Law of the 3rd Five-year Development 

Plan :2000-2004）の第 121 条で、イラン政府は、エネルギーと環境の保全のために、機器

の標準化とラベリング、エネルギー使用ピーク時間の均等化、工場のエネルギー使用の非

ピーク月へのシフト促進、ビルの省エネ、の４つの部分から成る政策を掲げている。  

第 121 条の思想は、第 4 次経済社会文化開発 5 か年計画(The Law of the 4th  Five-year 

Development Plan :2005-2009)の第 20 条で引き継がれている。また、同法の下に、石油か

ら天然ガスへの転換、工場操業時間のタイムシェアリング、エネルギーを大量に消費する

工場への二重価格制度の適用等を含む省エネルギー法案（The Bill of National Energy 

Efficiency Management）が閣議にかけられている。 

 

(2) 日本の政策との整合性 

日本政府は、長年にわたり、地球温暖化をはじめとする環境問題の視点から、イランと

の間で、省エネルギー分野における技術協力を実施してきている。 

本案件は、省エネルギーの促進により、イランの持続的な発展を実現することを目的と

するものであり、我が国の政策とも高い整合性を有している。 

 

(3) 我が国の技術の比較優位性 

我が国は、2 度の石油危機を克服した経験から、世界で最高水準の省エネルギー技術を

有している。日本の対 GDP（百万ドル）の toe〔石油換算消費量(ton)〕は、96 であり、イ

ランの 1,037 に対して 10 分の１以下の高い水準を有している。 

日本の省エネルギー技術と応用は、特に産業界において高い比較優位性をもっており、

日本が省エネルギー分野で技術協力を行うことには高い妥当性がある。 

 

(4) ターゲットグループのニーズとの整合性  

上記(1)～(3)とは異なり、ターゲットグループのニーズとの整合性はやや低いものとし

なくてはならない。現在、イランの燃料、電力の価格は、他国と比べて低く、工場経営者

の省エネルギーに対する理解、ニーズが高いとは思われない。プロジェクトでも、ウェブ
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サイトの開設などの啓発活動が行われたが、工場経営者を対象とした効果的な啓発活動は

行われなかった。 

 

３－２－２ 有効性（プロジェクト目標達成度） 

プロジェクトの有効性は、中程度と判断される。 

中間評価以降、プロジェクトの進捗は、大幅に加速したと思われる。しかし、ミニプラント

の問題に端を発する、前半の活動の遅れが終了時評価の時点まで完全には克服できず、結果と

してプロジェクト目標の達成にも影響を及ぼした。 

 

(1) 成果の達成状況  

成果の発現状況は、中程度と評価される。カウンターパートへの技術移転はおおむね適

切に行われたものの、ミニプラントの不具合から、NTCEM/AHERC での研修開始が遅れ、成

果の発現には不十分な面が残った。 

 

(2) プロジェクト目標達成度 

プロジェクト目標の５つの指標のうち、未達成の項目が残ったため、プロジェクト目標

達成度は中程度と判断する。 

ミニプラント機器の不具合から、研修は、当初計画より 8 か月遅れ、2005 年の 12 月か

らの開始となった。プロジェクト関係者の努力により、研修が精力的に行われ、研修生の

合計数については、終了時評価時点でおよそ 600 人となり、2007年 3 月の時点では、目標

の 800人には及ばないものの、それに近い実績となるものと予想される(指標 3と指標 4)。 

イラン側は、現在、研修を独自で展開しており、研修実施については、SABA の協力を得

て、NTCEM/AHERC に、研修の仕組みが整ったと評価できる。 

2006 年 11 月の時点で、78 件の提案書が工場に採用されている〔対象となるのは、6 か

月前の 2006 年 4 月時点の電気・熱コースの研修履修者 156 名（電気コース 67 名、熱コー

ス 89名）である〕が、目標の 2007年で 400件を満たすのは難しい見込みである(指標 1)。 

2006 年 11月の時点で、合計 41 編（電気コース 22、熱コース 19）の報告書が SABAに提

出され、そのうち、32 編が合格している。合格率は 78％と高いが、報告書の数そのものが、

目標の 300 に対して 11％程度と低く、2007年目標の 300 名の達成は極めて難しいと思われ

る（指標 5）。 

SABA と EEO の調査によれば、ノーコストあるいはローコスト対策は、調査対象のほとん

どの工場で実施されている。したがって、これまでの研修生 589 名の所属する工場で、同

様に対策がとられているとすれば、目標値である、2007年 3 月までに 600件の“ノーコス

トあるいはローコスト対策”は、ほぼ達成されると考えられる（指標 2。ただし、これが、

プロジェクトの実施の結果、達成されたものなのかどうかは不明である）。 
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３－２－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、投入と成果との関係の分析から、中程度と判断する。 

 

(1) 投入実績 

日本側、イラン側共に、プロジェクトの成功のために、必要な投入を行った。しかし、

双方とも、問題点が見られた。 

  日本側：ミニプラント機器の不具合から、対応のための短期専門家の派遣が繰り返さ

れ、投入が過大となった。また、本来技術移転に割くべき投入が問題解決のために消

費された。 

  イラン側：技術カウンターパートが終了時評価の時点でも R/Dに規定された人数(8名)

に達しなかった。現行の6名は、研修訓練を行うのに必要な最低限の人数と考えられる。 

 

(2) 成果の発現  

協力期間の後半は、活動が加速され、成果の発現も促進されたが、前半の遅れを完全に

取り戻すまでには至らなかった。全体としてみると、成果の発現は十分なものではなかった。 

 

３－２－４ インパクト（上位目標の達成見込みを含む） 

正のインパクトが見られる。 

 

 上位目標: エネルギーの効率的な利用を通じて、イラン国内の産業分野の省エネルギー推進

が達成される。 

 指標: 2010 年までに、各産業セクターのエネルギー消費原単位(SEC)が、それぞれ定められ

た目標値を満たす（10％削減）。 

 

(1) 達成見込み 

PDM に示された SEC のセクター別統計データの収集が十分でないため、上位目標の見込

みを正確に判断することは、現時点では難しい。 

しかし、SABA の外部評価報告書によると、元研修生の所属する工場で、NTCEM/AHERC の

研修で学んだ知識を実際の省エネルギー活動に応用した結果、いくつかのケースで、SEC

の 10％以上の削減が確認されている（例えば、自動車：11.5％、自動車部品：21％、医薬

品：32％、セラミック・タイル：15％等）。 

NTCEM/AHERC による研修が、このまま継続され、月に 25 名程度の研修が行われた場合、

2010 年までには、1,500 人の以上の研修生を送り出すことになる。これは、イランの大規

模工場をカバーするのに十分な数であるため、各産業セクターの SEC が 10％削減される見

込みは十分にあると考えられる。 
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(2) 政策的インパクト 

プロジェクトは以下の政策的な動きにインパクトを及ぼしたと思われる。 

プロジェクト実施期間中に、エネルギー省、石油省、行政企画庁、産業省等をメンバー

に「イラン省エネルギー促進委員会」が組織され、NTCEM/AHERC の研修コースの運営管理

や、エネルギー管理士の資格試験のあり方などについて、横断的な議論が行われている。 

また、最近の同委員会では、日本の省エネルギーシステムを参考にしたイランの省エネ

ルギーシステムの構築の可能性が議論されている。 

 

(3) 組織的インパクト 

現在の研修コースを継続していくなかで、NTCEM/AHERCA は、省エネルギー技術に関する

理論と実務の両者を学べる研修機関としての高い評価を確立していくであろう。 

また、AHERC の学長によれば、プロジェクトの供与したミニプラントを活用し、タブリ

ーズ大学の協力を得て、省エネルギーの修士課程が 2007 年 2 月に設置される予定である。

AHERC は、テヘランに次いで、全国で２番目に、修士課程を有する高等教育機関（Complex）

として位置づけられることになる。省エネルギーの修士課程をもつ高等教育機関は AHERC

が最初となる。 

 

(4) 技術的インパクト 

プロジェクトの実施前には、省エネルギーに関する実務的な研修を行う機関はイランに

はなかった。プロジェクトの実施によって、イラン側の関係者は、日本人専門家から、ミ

ニプラントの操作、維持管理などを含めた、実務的な知識の技術移転を受け、産業界の省

エネルギーに直接に役立つ実務的な研修コースの自主的な運営が可能となった。 

 

３－２－５ 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は高いと判断する。 

 

(1) 政策面 

本プロジェクトは、産業部門の省エネルギーにかかわる人材を育成するものであり、イ

ランの政策との整合性が高い。このため、今後も継続して、イラン政府からの政策的な支

援を期待できる。 

 

(2) 組織面 

プロジェクトの活動を通じて、NTCEM/AHERC は、省エネルギー分野の最高の研修機関の

１つとしての定評を得つつあり、また、研修の運営管理を独力で行うシステムを確立して

いる。ただし、研修システムの継続的な運営には、SABA等の協力機関との連携を強化して

いくことが必要である。 
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イラン側は、プロジェクトで供与されたミニプラント機器の有効利用を念頭に、2007 年

2 月より、AHERC に省エネルギーの修士課程を導入することを決定した。これにより、AHERC

の教育機関としての立場は一層強固なものになるであろう。 

 

(3) 財政面 

イラン政府は、人材開発を優先課題としているが、本プロジェクトは、省エネルギー分

野の人材開発を行うものであり、国の政策との整合性が高い。このため、国からの政策的

な支援、また、財政的な支援も継続して期待できる。 

これまで、プロジェクトの実施責任機関である EEO は、研修費用（授業料）の補助金を

はじめ、プロジェクトの実施に必要な費用を十分に負担してきている。 

少なくとも、第４次経済社会文化開発 5か年計画(2005-2009)の期間中については、現行

の政策が維持され、研修コースの財政的な継続性には大きな懸念がないと思われる。 

 

(4) 技術面 

インパクトの項でも述べたが、プロジェクトの実施前には、省エネルギーに関する実務

的な研修を行う施設はイランにはなかった。プロジェクトの実施によって、イラン側の関

係者は、日本人専門家から、ミニプラントの操作、維持管理などを含めた、実務的な知識

の技術移転を受け、カウンターパートの能力は向上しており、独力で研修コースを運営で

きる技術・知識を有するに至っている。 

 

(5) オーナーシップ 

プロジェクトの実施責任機関である EEO、 研修実施機関である NTCEM/AHERC、 また、研

修生のリクルート、外部評価の担当機関である SABA は、それぞれの立場から、担当業務に

対する責任感とオーナーシップをもって、イランの省エネルギーの実現に向けて業務を遂

行してきていると判断される。 

 

３－３ 結 論 

 

本プロジェクトの成果は中程度と評価される。 

① 研修の実施体制（SABA による研修員の募集、NTCEM による研修の実施、EEO による内部評

価、SABA による外部評価とアフターケア）が確立された。 

② ミニプラントに係る運転･維持管理体制が基本的に確立した。 

③ カウンターパートは研修実施に係る必要な技術と知識を習得した。 

④ 第 4 次経済社会文化開発 5 か年計画によってプロジェクトの持続可能性が強化された。 

 

したがって、本プロジェクトは予定どおりに終了する。 
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第４章 提言及び教訓 
 

４－１ 提 言 

 

(1) カウンターパートの配置 

R/D によれば、8名の技術担当者の配置を計画しているが、実際には6名となっている。こ

の人数は、研修を実施するうえで、最低限の人数である。講師が欠けた場合には、研修の実

施は困難となる。さらにカウンターパートは、非常に多忙であるため、実務的な技術や省エ

ネに関するスキルの向上のために時間を割くことができない。したがって、イラン側は技術

担当のカウンターパートの人数を増やすべきである。 

 

(2) 内部/外部評価 

①内部評価 

AHERCは内部評価レポートを取りまとめて、データの分析を行うことになっているが、

実際には EEO が行っている。研修の質を改善するために、当初計画どおり AHERC は内部

評価に積極的に取り組むべきである。 

②外部評価 

外部評価は、参加研修員の活動と研修の効果をフォローアップし、工場における省エ

ネを実施するために重要な役割を果たしている。しかしながら、報告書の提出は今のと

ころ十分ではないため、SABA は引き続き、レポートを提出するよう参加研修員に働きか

け、レポートの分析を行うべきである。 

 

(3) EEO、SABA、NTCEM/AHERC 間の連携強化 

イランにおいて省エネを促進するため、3者による定期会合を引き続き実施し、情報の共有

を行い、関係を密にとるべきである。 

 

(4) 研修における教科書の改訂 

教科書の改訂は2度行われたが、必要な計算式の欠如など間違いが散見された。イラン側は、

日本人専門家によって指摘された事項について改訂を行い、教科書の質を改善すべきである。 

 

(5) 研修コースの改善 

研修コースの内容は、工場における実際の状況に即したものとなるように、産業セクター、

参加研修員、EEO、SABAからフィードバックを行い、改善していくべきである。 

 

(6) 参加研修員のアフターケア 

訓練センターと参加研修員の工場間の協力を促進するために、SABA と NTCEM は、参加研修
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員からの質問に回答するなど引き続きアフターケアを実施すべきである。また、これらの質

問を研修コースに反映させるべきである。 

 

(7) 照明施設の完成 

イラン側は照明施設を設置することになっているが、終了時評価段階ではまだ建設中であ

った。イラン側は、プロジェクトの終了までにこの施設を完成させる。日本側はこれを確認

する。 

 

(8) ミニプラント機器のスペアパーツ調達の予算措置 

価格と製造者を記載したスペアパーツリストを日本側が作成中である。イラン側は、この

リストを基にスペアパーツを調達するために予算措置を行う。 

 

(9) 燃焼炉の維持管理 

燃焼炉における空燃比自動制御については、一定の条件の下においてのみ機能している。

この問題は、研修コースの実施に影響するものではない。これに対して、日本側は、プロジ

ェクト終了までにシステムの使用法についてのマニュアルを作成する。 

 

(10) エネルギー管理に係る協力 

工場診断や実務に即した研修についてフォローアップ（例:短期専門家派遣）を実施し、カ

ウンターパートの取り組みを確認することが望ましい。 

 

(11) 技術交換プログラム 

NTCEM/AHERC のカウンターパートは効果的な研修を実施するために、実務的な技術を強化

することを望んでいる。このため、イラン側は、省エネや技術交換プログラムのための科学

技術委員会の設置などの対策を講じるべきである。 

 

４－２ 教 訓 

関係者に留意したプロジェクトの形成 

本プロジェクトでは、教育機関である AHERC のなかに NTCEM が設置された。持続可能性の観点

から、教育機関におけるプロジェクトの実施は適切であると考えられる。 

AHERC のカウンターパートは、教育については専門家であるが、省エネにおける実務的な経験

が不足している。 

省エネ研修を実施するためには、実務的な知識と経験の両方が求められる。しかし、本プロジ

ェクトでは、当初工場診断のような実務は計画されていなかった。 

対象グループの長所と短所を十分に理解してプロジェクトを形成することが重要である。 
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３．プレスリリース 
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